
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 3年度事業報告書

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

1 事業の成果

本年度も新型コロナ感染症拡大防止のため様々な活動が制限されるなか、顕著な事業の成果は見られな
ったが、オンラインを活用しての研修会など創意工夫のもと出来る範囲で活動を増やしていった。また
ロナの感染状況を見ながら少しずつ対面による広報の情報交換会なども再開した。前年度よりも新規会
の加入が増え状況は少しずつ好転している。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業
実施 しなかった。

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千円)

普及・啓発
事業

コロナ禍に対応するためパソ
コンや周辺機器を拡充させ、
ホームページ等を通 じて当法

人について紹介をした り、掲

載誌等を配布 した。

随時 東京 /法 人事

務所

5名 会員はじめ

不特定多数

1304

教育研修事業
東京、東北、関西、四国等の

会員を対象にオンラインによ

る研修交流会を行った。

D/20

10/29

3/23

東京 /國 學院
大學、法人事

務所

10名

会員はじ

め、広報関

係に従事す

る者など約
270名

2213

講師派遣事業
大学・企業・業界団体からの

要請により、オンラインと対

面を組み合わせた危機管理広

報の研修会に講師 を派遣 し

た。

9/14

12/7

1/20

2/9

3//1

東京都内の依

頼先が指定 し

た場所

10名 大学・企業

団体の幹部
など140名

586

相談事業 コロナ感染者発生に関する広

報対応やマスコミの取材対応

に関する相談を受けた。

年間 を通 じ|

て随時

法人事務所や

相談者の事業

所など

3名 企業や 自治

体、学校 な

どの広報担

当者 な ど、

約80名

0

事業費の

金額
(千円)

施
時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

事 業 内 容事業名



書式第13号 (法第28条関係)

令和 3年度活動計算書 (その他事業がない場合 )

令和 3年 4月 1日 から令和 4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人広報駆け込み寺
:円 )

科
日

Ｈ 金 額

の

1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 事業収益
(1)教育研修事業収益
(2)講師派遣事業収益
(3)相 談事業収益

3 補助金等
地方公共団体補助金
民間助成金

4 寄付金
5 その他収益

受取利息
その他

経常収益計
Ⅱ 経常費用

1 事業費
(1)普及・啓発事業費

封筒,はがき,作製費
ホームページ・更新費
サーバー管理費

(2)教育研修事業費
通信 0運搬費
交流会会場 (オンライン)

少人数ゼ ミ会場・懇親会費
講師謝金
旅費交通費
マスコミ対策費
雑費

(3)講師派遣事業費
旅費交通費
講師謝金

(4)そ の他
事業費合計

2 管理費
役員報酬
給与手当
通勤定期
家賃・管理費
会議費 (理事会・総会等 )

新聞図書費
消耗品費(複合機リース代含む)

通信運搬費
交通費
諸会費
雑費(支払手数料等)

管理費合計
経常費用合計

当期経常増減額

4,049,340
570

0

750,000

176
176

746

530,268
2,915

77

44,710
338,706

0
265,918
36,590

1,503,274
233

Ａ
υ

´
０

う
０

ハ
０

668,220
2,672,880

671,640
1,254,560

149,397
481,617
272,093
160,896
10,320
40,000

277

817,968

Ⅲ

　

Ⅳ

外収益
経常外収益計

経常外費用
経常外費用計

当期正味財産増加額 (又は減少額)

前期繰越正味財産額

６
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Ａ
〉

０
０

０
０

ｎ
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書式第15号 (法28条関係)

令和3年度貸借対照表

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

令和 4年 3月 31日 現在

(単位 :円 )

科
日
【

金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

預 り金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

20,500,976

20,500,976

500,976

ｎ

Ｖ

ｎ

〉

ｎ

ｖ

20,500,976

19,683,008

817,968

20,500,976



書式第16号 (法第28条関係)

令和3年度計算書類の注記

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

1 重要な会計方針
計算書類の作成はNPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議)に よつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(6)消 費税等の会計処理

税込処理

2.事 業別損益の状況

内 容 金 額 算定方法

合計事業部門計 管理部門普及啓発事業 教育研修事業 講師派遣事業科 目

10,608,570

176

10,608,570

750,000
176

ｎ

Ｖ 750,000 750,000ｎ

〉

10.608,746 11,358,746ｎ

Ｖ 750,000 750,000ｎ

ｖ

3,341,100 3,341,100

3.094.800 7,199,6782.213,431 586,836 4,104,8781,304,611
4.104.878 6,435,900 10,540,7782.213,431 586,8361,304,611

4.172.846 817,968△  2.213.431 163,164 △  3,354,878△  1,304,611

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

科 目 期首残高 当期借入 当期返済

合計

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにする

ために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

7

当期減少額 備 考内容 | 期首残高
湿
〓

合計

減 少 減価償却累計額科
ヨ

Ｈ 取得

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

計算書類に計
上された金額

内役員及び近
親者 との取引

科 目

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第17号 (法 28条関係)

令和3年度財産 「 手ヨ
Lf3

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

令和 4年 3月 31日 現在

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

りそな銀行・愛媛銀行普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

20,500,976

20,500,976

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

預 り金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

ｎ

〉

ｎ

Ｖ

負 債 合 計

正 味 財 産

20,500,976

ｎ

Ｖ

20,500,976



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を出載した名簿)

整:塑!饉劇.コ塾型並望:聾:型墜主__

2 役員一覧

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

M以下の役
団各役員に

員 | は 、 欠格事由
ヨた
0 が

∠ゝ
白 まれ ませ

′
′ヽノ。 (法第 20条関係 )

(法第 21条関係)
´
つ しヽて 親族 の 規

製争
刈ヒ | 違反 して しヽませ ん

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

1 睡憂]・
監事

ミスミセツオ 令和 3年4月 1 日

令和 4年3月 31日

令和 3年4月 1 日

令和 4年3月 31日
三隅説夫

０
４ 睡憂]・ 監事

イケダヤスシ 令和 3年4月 1 日

令和 4年3月 31日
池 田泰士

3 睡憂]・ 監事

ノムラヒデキ 令和 3年4月 1 日

令和 4年3月 31日
野村秀樹

4 睡憂卜監事

ナカムラヒロコ 令和 3年4月 1 日

令和 4年3月 31日
中村弘子

Ｅ
０ 睡憂]・

監事

ナガノカオリ
令和 3年4月 1 日

令和 4年3月 31日
長野 香

6 監事

サキタヤスシ 令和 3年4月 1 日

令和 4年3月 31日
崎田 祥

7 睡憂]・
監事

オガワゴウスケ 令和 3年4月 1日

令和 4年3月 31日
尾川豪介

8 理事。匡ヨ

クサカシュウイチ 令和 3年4月 1 日

令和 4年3月 31日
日下修一

□



書式第 4号 (法第10条・第28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

氏   名

1 三隅説夫

2 池田泰士

3 鏑木良子

4 森ビル脚
広報室長 野村秀樹

5
あいおいニッセイ同和
損害保険腑

広報室長 尾川豪介

6 腑 JTB
広報室長 中村弘子

7
学校法人 立教学院

広報室長 長野 香

8
明和證券側

代表取締役社長

小林正浩

9 側伊藤園
広報室長 山本典生

10 榊日本財託
広報室長 坂元寛和

11
(榊フジテレビジョン

取締役秘書室長
石原正人

12
明治安田生命保険 (相 )

広報部長
山田克己


